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〔抄　録〕
現下のアベノミクスが成長戦略の根幹として標榜する攻めのガバナンス改革の実践に向
け，上場企業において2つのコ－ドへの対応が急務となり，政府側も会社補償や役員報酬
など法制度面の検討が進められている。果たしてこのまま目標とする英国型ガバナンス改
革を取り込むことで我が国の経済活性化は成就できるのか，肝心の英国研究者からも疑念
が提示されてきた。本稿では短期主義，ガバナンスの収斂と多様化，エンフォ－スメント，
ソフトロ－のハ－ドロ－化，リスクガバナンス等包括的視点に立ち，重要な分岐点にある
我が国ガバナンス改革の中長期の方向性について大きな枠組みから考察を進め，いくつか
指摘も提示させていただいた。英国の研究を参照しつつ，独自の見解を述べた。ガバナン
スの収斂の中，模倣でなく各国毎に多様化せざるを得ない部分でもあり，ガバナンスの議
論の深遠さあるいは困難さに漸くたどり着いてきた感もある。彼我には同じ社外取締役と
いっても背景，機能の相違があったところ，グローバル化，収斂の傾向の下，ガバナンス進
展におけるズレが改めて浮き彫りとなって認識され，比較検討の議論が逆に噛み合ってき
た証左といえよう。法分野においても実証分析の意味合いが語られてきたが，それで充足
する問題とも思えない。日本型の良さ，米国型モニタリングモデルといった択一的選択で
なく，丁寧なファクトファインディングと制度設計を継続して行くしかない。プリンシプ
ルベースのはずのソフトローのルールベース化，エンフォースメント強化もその過程での
必然性を伴うものであろう。論文掲載の貴重な機会を頂いた千葉商科大学には心から感謝
の意を表する。
